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Ａ 分権マネジメント・システム Ａ 地域連関形成的機能
Ａ 地域連関維持的機能
Ｂ 地域連関貢献的機能

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事業体の名称 マネジメント評価 摘 要
Ａ商店 Ｂ ?
地域指向性，個別の機能に活性化の必要性，
事業活力にやや欠ける
Ｂ商店 Ｂ
市場指向性，開発機能に活性不足，販売経路
拡大で事業活力向上を見込める
Ｃ商店 Ｂ
市場指向性，販売機能の活力で事業拡大，し
かし，拡大と共に他機能の活性化が必要
Ｄ商店 Ｃ ?
職人マネジメント機能の独自性強く，全体の
活力低下，事業システムの分権化必要
企業とは何か（下島英忠)れる
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地域社会に求めら
★★★★作字あります（４個）
しかしながら，「組織内」のマネジメント機能についての認識に不十分さがあって，必要最
小限の充足要件である「製造機能」と「販売機能」の内部的な連携さえも構築できていない
状況では，事業体としての力量に不十分さがあるように思われる（ＣM?）。
２) マネジメント診断
⑴ Ａ商店
Ａ商店のマネジメントの特性は，「市場特性」に基づきながら，「地域指向性」を備えるに
至っているが，その状態は，事業展開の「仕方」にマネジメント機能上の課題を有している
と診断される。
この場合に，事業者は，みずからの「地域指向性」の生かし方に２通りの方式がありうる
ことを認識すべきである。
その第一は，「地域指向性」を強めながら，「市場特性」をより効果的に発揮する方式であ
る。つまり，経営環境における地域的な特徴としての「高齢社会」への対応力を涵養して，
企業収益の向上に結びつける事業姿勢といい換えることもできる。
そして，第二は，「地域指向性」を敷衍して，「地域特性」の事業体にまで，質的に飛躍さ
せる方式である。
これらの方式のいずれを採用しても，当該の事業体に対して，地域社会は，マネジメント
機能に関する学習上の，また，基盤形成上の支援を実施する必要がある。
⑵ Ｂ商店
Ｂ商店の特性は，「市場特性」に基づいており，その状態は，きわめてタイトな経営環境に
体当たりで挑戦している「姿」であると診断される。
事業者の体力に余裕がある期間は，事業の展開に可能性をもちうるが，その条件に陰りが
でる場合が当然に生じる。したがって，それを想定した，マネジメントを機能的に構築する
必要がある。これことは，「リスク」を織り込んだマネジメントの必要性と指摘することもで
きる。
このような経営革新を事業者自身の「能力」と「責任」に委ねることは，このケースの場
合，実質的に，事業の衰退を想定することと同じであり，当該地区の社会的な経済的な状況
から見ても，このやり方は，妥当ではない。
こうした「市場特性」の事業体といえども，その状況に応じて，「商店街」，「地区」，そし
て，「地域社会」からなる地域的な?重層的な枠組み?を構築して，その中で，マネジメント
関連で支援する必要がある。
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⑶ Ｃ商店
Ｃ商店も，同様に「市場特性」を採っていて，その状態は，事業体内部のマネジメントの
「力能」を高め，対外的な「信用」とそれに基づく事業の飛躍の可能性を獲得できている段
階と診断できる。
もちろん，現在の「学習機能」が今後の事業展開のどの発展段階まで有効なのかについて
は，別途の分析と診断を必要とする。
事業体の現状は，そのような発展的な経路の端緒にあるのだが，今後，その継続的な推進
をはかるとすると，マネジメント・システム上の個別の「機能」の充実を心がける必要があ
る。また，現時点のマネジメント・システムでは，?組織上の制約?がいずれ大きくなり，事
業展開を阻害する可能性も大きい。
このようなマネジメント上の諸問題をこれまで通りに，独力で解決できるかどうかの判断
は，この段階では，留保したい。
そのような能力を保有しないことがはっきりした段階で，前述の事例と同様の地域的な支
援の必要性が生じる。
⑷ Ｄ商店
Ｄ商店も，「市場特性」と判断されるが，その根拠は必ずしもはっきりせず，消去法的な，
全体的な状況判断の然らしめるところである。事業の状態は，厳しい経営環境に対して明確
な対応策を打ち出しえない，かなり苦しい段階にあると診断できる。
この事例と同じ「職人マネジメント・システム」をとる事業者の場合，その個人的な判断
が事業継続の最終結果に大きく影響するが，当該の事業が地域的な広がりをどの程度まで持
てるのかにしたがって，その判断の「私的特性」は変化する。
職人的な「力能」の柔軟性や適用領域の広さを考慮した場合，地域社会における，その存
在の重要性はかなり大きい。つまり，「市場特性」に関わる事業判断だけで，その存続を決め
ることには，「危険性」があるということである。
このタイプの事業体をいかに多様に擁しているかが，地域社会の「豊かさ」の一つの指標
でもあるからに他ならない。この観点から，地域的な必要性が高いと思われる事業について
は，積極的に支援を試みるべきである。
この観点から，われわれには，Ｄ商店の事例を地域的に総合的に分析し直す必要性が高い
ように思われる。
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?．地域社会に求められる企業とは何か――分析成果のまとめと課題――
⑴ 地域企業のマネジメントの実態
今回の調査対象の企業体は，いずれも商店で，そのうちの１つの企業体の「製造機能」を
除くと，みずかの事業内容に忠実に，いずれも「販売機能」に重点をおいた「マネジメント・
システム」が展開されていた。（図29「調査した地域企業のマネジメント・システム」参照）。
それぞれの事業体では，この主力の「マネジメント機能」を生かすための「マネジメント・
システム」が形成されていたと判断できるが，その実態は，ほぼ「勘と経験」に基づいた非
論理的な力能であった。このマネジメント状態では，事業の展開を現状以上に高度化するこ
とには，相当に無理がある。
もちろん，各々の事業体は，その事業目的を達成するためには，これらの「マネジメント
機能」を効果的に発揮する必要があるし，それによって，事業体自体と地域社会の活性化の
途が拓かれることは確かである。
「マネジメント・システム」は，それ自体，きわめて論理性の高い構成体であることを考慮
すると，これらの地域企業がこの論理的な力能のすべてを十分な水準で所有するという必要
性は間違いなく高いが，その修得は，限りなく困難といわねばならない。個体的な事業者が
そのすべてを単独で満たさねばならないという事業システムの構成上の制約があるからであ
る。
これらのマネジメント機能を組織内分業の構築で充足し，その専門性を高めている「大規
模な商業事業体」のありようと比較すると，その優劣は歴然として明らかである。現実の地
域社会における小規模な事業体の無防備の存在を見るにつれ，このままに放置できない問題
図29 調査した地域企業のマネジメント・システム
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であることは間違いない。たとえていえば，少なくとも，このマネジメント機能に関しては，
「プロ」と「アマ」の競争状況だからである。
ところで，これらの企業体は，いずれも，その「取り引き状況」や「地域指向性」から見
て，?地域企業的?であるといえる。（図30「地域企業の取り引き状況」参照）。
つまり，かれらは「地域企業的」であるが，そのマネジメントの力能に「限界性」がある
ということである。
このような事業体の状況は，その「経済性」，「社会性」，そして「文化性」の向上をはかる
観点から，地域社会にとって，その事業の継続を積極的に促していく必要性の高い存在とい
わねばならない。
事業体存続の必要性が高いが，マネジメントの力能の限界性が，その可能性を阻んでしま
う。このジレンマを地域社会は積極的に解決しなければならない。
⑵ 地域社会の課題
現実の経済社会では，行政の分野における?分権社会?の認識が相応に高じているのと較
べて，事業評価の規準としての?地域特性?への認識は，きわめて低く，実質的には，それ
がないといってもよいほどの低さである。
現実には，「経済ネットワーク」のような地域的な取り組みが実施され始めているとしても，
そこでの行動規準は，間違いなく?市場特性?である。
地域社会がこの規準（つまり「市場特性」）に代わる「新たなる規準」（つまり「地域特性」）
図30 調査した地域企業の取り引き状況
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の重要性に覚醒し，普及に乗り出さない限り，企業社会における「行動原則」や「評価規準」
の現状が変わることはないであろう。
すでに述べたように，調査した事業体は，（今回は扱わなかった事例を含めて）すべて「市
場特性」に基づいていた。これは，むしろ，現在の「ビジネス社会」を踏まえれば，当然の
結果ではあるが，問題は，この状況を前提にして，また，さらに進展する「高齢社会」とい
う社会環境の中で，地域社会の「豊かさ」が，事業体を?主役?に据えて実現できるのかど
うかにある。
この問題は，すでに述べたように，現実の経済社会での事業行動の大前提である，事業者
個人や事業体自体のもつ「能力」や「仕組み」の限界を超えたところに，解決の「鍵」が存
在する。
すなわち，とりわけ地域的な事業行動に対して，地域的な?合意?に基づく「目標形成」，
「行動規準」の選択，展開経路の決定，そして，それに向けた地域的な?マネジメント機能
支援?の必要性である。
ひるがえって，地域的企業は，地域社会がそうした「企業支援の仕組み」を稼働させた場
合には，「地域指向性」をみずから強め，次第に「地域特性」を発揮する可能性が高いという
ことでもある。現実に「市場特性」を採っているとしても，それ自体は，必ずしも強固な信
念に基づくとはいえないからである。
地域社会による「地域企業支援」の基盤の上で，さまざまに多様な「地域企業」が活発に
?振る舞い?かつ?踊る?ような経済環境の実現こそ，求めるべき地域的豊かさの「姿」と
いわねばならない。（図31「地域社会の『共創共歓』空間」参照）。
今回のマネジメント分析の結果は，この要件に対する地域社会の?現状?と?認識の不在?
を鮮明に浮かび上げさせたという意味で，大きな意義があったといえよう。
図31 地域社会の「共創共歓」空間
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⑶ 研究上の課題
本論の目的は，地域社会に求められる企業の?企業像?をはっきりさせることであり，こ
れを明らかにするための「マネジメント分析法」をより具体化することであった。
第一の「目的」については，地域社会に求められる，事業行動の評価規準としての?地域
特性?の記述や分析結果のそれを通じて，達成できた。すなわち，地域企業自体に望ましい
姿を要求することよりも，むしろ地域社会の側に「地域特性」の発揮のための仕組みを具備
する必要があるという点である。
また，第二の「目的」に関しては，さらに多々検討の余地はあるが，少なくとも，この分
析法の「全体像」を，前回の議論よりも，より具体的に示すことができた点で成果があった
といえる。
今後の課題は，現実の事業体に備わる「マネジメント・システム」とその構成要素として
の「マネジメント機能」の両者について，多くの事例分析を通じて，より具体的で正確なデー
タを蓄積することであろう。
この点に関して，この分析法に興味を持たれる研究者のみなさんの本研究への参加と協力
を，ぜひとも，仰ぎたいと思う。
謝 辞
本論のベースになった「マネジメント分析」の調査において，多くの関係者のご協力をい
ただいた。この際の多大なご配慮とご厚情なしには，この議論は，まったく成立することは
なかったはずである。厚く御礼を申し上げたい。
なお，本文中では，調査対象に関して，「場所」や「事業者」の特定がなされないような慎
重な配慮を実施した。しかし，その現実のすべてを曖昧化してしまうことは，議論の性格上
から不可能であった。この点に関して，何らかの問題が生じるとしたら，すべての責任は筆
者に帰することを明らかにしておきたい。
また，学部の学生諸君や大学院生のみなさんにも，本論で用いたさまざまな概念について，
多くの機会で議論に参加いただいた。その際の貴重な「ヒント」や「着想」の結実に関して，
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注)
１)マネジメント分析論は，もともとは，「マネジメント」のありようと，それを担う「人材養成」が実践の
「場」でなされるのを当然視するような一般的な風潮に対して，異議申し立てをすべきであるという強い問
題意識から，立論されたものである。
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この疑問は，現実に施行されているマネジメントとは，質的に異なったマネジメントが求められたとする
と，果たして，実践家は，それに対処できるであろうかというところから発している。
筆者が「分権マネジメント」についての立論に取り組み，それを完成させた時点からの揺るぎなき疑問と
確信である。
マネジメントは，まぎれもなく，「論理的な世界」で成立するきわめて形式論理的な概念であって，実践
の「場」がOJT を基本とする学習システムからなっているとすると，そこではまったくなじまないか，そ
れが成立したとしても，たかだか「部分修正」程度の類似性に属する「成立」でしかない。
豊かな社会における「マネジメント」は，現行の集権的なそれとは両立しない，それとは異質な?分権マ
ネジメント?が求められる。このマネジメントは，現実の組織体におけるそれを部分修正する仕方では，決
して，そのありようを解明することはできない。むしろ，それを質的に超克することで可能になるのである。
マネジメントは，実践の「場」から切り離して，理論の「場」，学術の「場」に，そのありようの「検討」
や「開発・設計」を引き戻すべきであり，したがって，その担い手の人材養成も，同様であって，すでに，
その時は招来しているのである。
マネジメント分析法については，下島英忠「マネジメント分析――マネジメント診断とマネジメント能
力向上のために――」（『札幌学院商経論集』第21巻第２号，2004年12月，83-125ページ）が，本主題に
て発表された最初の論文であると思われる。
また，分権マネジメントについては，下島英忠「分権マネジメント――地域価値向上に向けた新しい多
元的マネジメントを求めて――」（『札幌学院商経論集』第21巻第１号，2004年８月，1-37ページ）を参照
されたい。
２)この事例では，東京の郊外地区に立地する「本社」の経営戦略として，当面，日本国内の「消費市場」に
向けて出店攻勢の形態での事業展開をこころざすであろうが，いずれは，国内市場の規模の壁に到達し，そ
の矛先をアジアへ，また，世界へと向けていくはずである。出店先の事業収益の実現を「評価規準」に設定
してである。まさしく，「市場特性」に立脚する事業体の典型的な行動様式といえよう。
ここでの引用事例については，「生鮮野菜を99円で売る常識破りの商才 九九プラス社長 深堀高巨さん
（49歳）」（『朝日新聞』2005年11月26日）を参照されたい。
３)この事例でのキーワードは，「製品コンペ」の共同開催，「レシピ」の共有，「売り出し」の共催，市内同
業者での「製作」の協働，「製品名称」の共通化，「マーケティング」の共同化，「関連業界」との協力，「業
界マップ」の共同制作などに見られるように，?地域的な共存共栄?であり，?共同と協働?である。
これらの「概念」の採用は，「市場特性」に基づく事業行動には，あったとしても，差別化のための「提
携」という形態であって，限定的である。
他方で，地域領域的な広がりの中で，「同一業界」，「関連業界」，そして，「連接業界」までが一丸となっ
て，共通の「目標」と「達成手段」を採用し，個別の利害を超えて，協働するという「協業関係」は，まさ
しく，「地域特性」に基づく事業行動であるといえるし，これを入口にして，さらなる「地域特性」の追求
と実現の可能性が高まるといわねばならない。
ここで紹介した事例については，「札幌をスイーツ王国に」（『朝日新聞』（札幌地域版）2005年11月29日）
を参照されたい。
４)江別経済ネットワークは，江別市経済部に事務局を置き，市内の農業者－団体職員－企業家－起業家－研
究者－大学教員－公務員－学生・大学院生などの参加によって構成されている。
その目的は，地域資源活用型の事業上のアイデアの発掘とその事業化である。「産・学・官」の関係者の広
範なネットワーク化による地域的事業の推進は，地域社会づくりにとって，大きな意義をもつ。「地域ブラ
ンド商品」の開発と販売のような実績も，すでに，あがってきている。
この取り組みは，確かに意義深いといえるが，これはまだ，地域社会づくりの「入口」である。あえて指
摘すれば，ここに集まっている参加者は，市内の「勝ち組」に属する方といえなくもない。逆に見ると，よ
り「小さな存在」の方達には，気軽に立ち寄り，問題提起しがたい雰囲気がある恐れもある。
この観点から，このネットワークが「市内全域版」であるとすると，より狭い領域の「地区版」を稼働さ
せる必要があるであろう。
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江別経済ネットワークおよび「江別小麦麺」については，大川直久「まちのブランドを創る――江別小
麦めんができるまで，江別経済ネットワークの挑戦――」（『ほっかいどう政策研究』，第15号，平成16年
度，38-45ページ），「「江別ブランド」続々，「産・官・学」連携でアイデア，食品から宇宙工学まで」（『朝
日新聞』2005年04月21日），および，「江別小麦めん，農・産・官が連携，抜群のコシ実現」（『朝日新聞』
2004年09月03日）の諸資料を参照されたい。
５)「分権」の概念は，その表現の容易さに較べて，その内実の認識は簡単ではない。たとえば，「対等な関係」
は，確かに「分権」に結びつくが，それを成立させたとしても，それだけでは十分ではない。
「分権」を構成する基本的な「要素」が，いずれも?自立?している必要があるからである。この要件は，
地域社会においては，市民や住民における「生活空間」の自立的な構築によって満たされる。しかも，この
要素自体が厳密な意味で，?多様性?を保証されなければならないのである。
このような社会的要件の中でのマネジメントは，歴史的にも実態的にも成立の実績を持っていない。分権
マネジメントは，文字通り，?学術的アプローチ?によってのみ創出可能な概念である。
「分権性」についての詳細な議論については，下島英忠「分権マネジメント」，前掲文献，参照。
６)「コエディケイション性」は，「事業的主体」あるいは「個体的主体」がそれぞれの間で，また，各々の主
体を超えて，相互に学び合う関係性を意味する概念である。
この概念の重要性は，一方の主体の他方に対する「支配性」をほぼ完全に排除できることに求められる。
事業行動の場合は，そこに「力能」あるいは「知」が関わるが故に，この支配性も，その規定性を表面的な
レベルから実質的なレベルへ深化させなければならない。「コエディケイション性」は，この要請に十分に
応えてくれる。
この概念を導き出す過程で，その原形として「ソリューション事業」を用いた。この事業は，明らかに，
これまでの大量生産型の「取り引き」とは異なった関係性から成り立っている。事業者が相手先の立場に立っ
た事業構築を求められる点に関してである。
製品やサービスの販売は，「売り手」のポジションの高さを前提にして，そのマネジメント行動を構築す
るはずである。
この場合でも，「コエディケイション性」は，これを否定して，双方に分権的関係性の構築を求める。
「コエディケイション性」のマネジメントへの適用については，下島英忠「コエデュケーション・マネジ
メントの理論モデル――マネジリアル行動空間概念の論理的展開――」（『オホーツク産業経営論集』第11
巻第２号（通巻14号），2002年６月，１～20ページ）参照。
７)「集権マネジメント・システム」は，「ヒト，モノ，カネ，情報」から成る「経営資源」を「中心部」へ集
中させることによって，経済社会の効率性を大幅に高め，少なくとも，物質的な意味での「豊かな社会」を
創り上げてきた。
しかしながら，現代社会は，まさしく，この種の「豊かさ」に関して，「ヒト，モノ，カネ，情報」の面
で，その限界が露呈してきた。
あらゆる側面で，「分権性」を確立しなければ，「限界」を超えられない。このことに，社会が気づき始め
てきた。これが疑いもなく，現代の社会的－経済的な状況である。
この意味で，「集権マネジメント・システム」は，社会的に過渡的な役割を担うに過ぎず，いずれ崩壊す
る存在と見るべきである。規模の大きな経営実体ほど，この命題が妥当することになる。現実に優勢ないか
なる企業体といえども，その宿命をまぬがれることはできない。
この議論に関して，下島英忠「自動車産業の地域分権化」（『地域分経済システムの設計』オホーツク書房，
2001年，第５章）を参照いただきたい。
８)「一般に，高齢化率が７％を超えた社会を『高齢化社会』，14％を超えた社会を『高齢社会』と呼んでいる。
『高齢化社会』という用語は，1956（昭和31）年の国連の報告書において，当時の欧米先進国の水準を基
にしながら，仮に，７％以上を『高齢化した（aged）』人口と呼んだことに由来するのではないかとされて
いるが，必ずしも定かではない。
また，『高齢社会』については，高齢化率が７％からその２倍の14％に到達するまでの期間（倍化年数）
が，高齢化の進展のスピードを示す指標として国際比較などでよく使われていることから，高齢化率14％を
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一つの基準として，これを超えたものを『高齢社会』と呼んでいるものと考えられる。」『平成15年版，高
齢社会白書』（第１章「高齢化の状況」，コラム１：「高齢社会」「高齢化社会」とは？／「高齢化社会対策」
とは？）より。
なお，引用は，http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2003/zenbun/html/FC000001.htmlからお
こなった。
９)「北海道江別市大麻地区の高齢者世帯の分布状況をみてみると，JR大麻駅から東側では，……，高齢化世
帯40％以上と，総世帯数の半数近くに高齢者が居住している状況となっている。」『北海道型・高齢者が住み
やすいまちづくり構想 江別市（大麻地区）モデル構想』，北海道・江別市，平成2004年３月，11ページよ
り。
（しもじま ひでただ マネジメント論専攻)
（2006年１月16日受理)
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